５月～宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　　　中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。消費税増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●消費税が８％になって、私たちの暮らしは本当に大変になっています。5月1日に発表された３月の政府統計では、実質賃金指数が23カ月連続前年割れです。家計の消費支出は過去最大の落ち込みでした。安倍政権の経済政策「アベノミクス」のまやかしは明らかです。儲けたのは大企業や一部の大金持ちだけです。私たち庶民は、物価があがる一方、給料や年金は実質少なくなっています。増税は社会保障のためだという大宣伝はウソで、制度はどんどん悪くなり、ダブルパンチです。
●みなさん、安倍・自公政権は、2017年4月に消費税を確実に10％に増税するといって、国民に知らせないまま、「景気が悪ければ増税を中止できる」という法律条項を削除する改悪を行いました。増税する時期に景気が良くなっている保障は全くありません。
●「消費税は嫌だけど、国の財政が大変だから」という善意の声を良く聞きます。実は、消費税は社会保障にも、財政再建にも使われていません。消費税は、下げられた法人税分の穴埋めにされているのが実態です。まず、増税を中止し、社会保障を手厚くして、庶民の懐を直接温めて景気を回復することが必要です。増税による悪魔のサイクルをキッパリ断ち切りましょう。

●財政のムダ遣いを見直しましょう。不要不急の大型公共工事や、320億円の政党助成金。くらしや社会保障の予算は切り捨てられているのに、軍事費は過去最高の5兆円に届きます。そして、「法人税をまた下げ、国民には大増税。大企業と大金持ちには大判振る舞い」。これではたまりません。大企業への減税大盤振る舞いを止めさせ、税金のとり方の逆立ちをただし、行き過ぎた減税や優遇税制を見直すだけで、5兆3500億円の財源が生み出されるという試算もあります。
●国会では社会保障の削減案や、殆どの人を派遣に追い込む動労者派遣法改悪案などの悪法が目白押しです。特に、特定秘密保護法の制定をはじめ、集団的自衛権行使を法制化し戦争立法をつくろうとしています。いつかきた戦争への道を逆戻りしている、と不安が広がっています。安倍首相は渡米先で、国民をアメリカの戦争に巻き込む「戦争立法」を成立させると、勝手に約束してきました。そして会期を延長しても「今国会で安保法制を成立させる」と血眼になっています。
●消費税は実は、歴史的には戦争の費用を調達するために作られた税の制度です。戦争できる国づくりの財源に、消費税増税が充てられていることは、2015年度予算案を見ても明らかです。安倍政権の戦争する国づくりを財政的に支えるのが消費税増税路線です。
●政府・与党は、消費税増税はもちろん、原発再稼働でも、憲法や平和の問題でも、私たちの願いと反対の方向へ暴走しています。国民のくらしをよそに暴走する安倍政権に地域からNOの声を上げていきましょう。
